











































































































































































































































































































　３．財産の使用　（参照、Elyce Santere, “From Confiscation to Contin-




































































































































































































（３）Bureau of Alcohol, Tabacco and Firearms（酒類・煙草・火器局）と記述され







































































































































































































































































































































































































































































































































































きである。通常、統合刊行物 Joint Pub 1̶03.6、統合命令系統（Joint 
Reporting Structure, JRS）、「事件報告書」に確立された「作戦詳報（Opera-
tional Report, OPREP）-３報告書」が必要となるだろう。戦争法の違反容
疑は、米国要員若しくは敵国要員によるか又は米国要員若しくは敵国要員
に対してかに関わらず、迅速に報告し、徹底的に捜査し、適切な場合に
は、矯正的行動によって救済される。
　Ｄ．戦争犯罪の防止
　指揮官は、その指揮下の構成員が戦争法に違反しないことを確保するた
めの措置を取らなければならない。この目的を実行する二つの主要な方法
とは、戦争犯罪の実行に至るかもしれない要素を認識し、隷下の指揮官及
び部隊を戦争法の遵守に関する基準及び戦争法に違反する命令への適切な
対応に慣らすことである。
　１．歴史的に戦争犯罪の実行に至った要素を承知することで、指揮官は
防止行動をとることができる。以下のものは、指揮官及び法務官が隷下部
隊において監視すべき要素の幾つかのリストである。
　　ａ．高い友軍の損耗
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　　ｂ．指揮系統における高い変更率
　　ｃ．敵の人間性抹殺（軽蔑的な名前又はあだ名）
　　ｄ．不十分な訓練又は経験不足の軍隊
　　ｅ．明確に定義された敵の欠如
　　ｆ．不明確な命令
　　ｇ．軍隊内での高レベルの欲求不満
　２．明確で曖昧でない命令は、良きリーダーシップの責任である。曖昧
な命令を受け、又は戦争法に明確に違反する命令を受けた兵士は、そのよ
うな命令に対する反応の仕方を理解しなければならない。従って、法務官
は兵士がこの範囲内での訓令を受けることを確保しなければならない。不
明確な命令を受けた軍隊は、その明確化を主張しなければならない。通
常、不明確な指令を発する上官は、尋問された場合、戦争犯罪を行うこと
が自分の意図ではなかったことを明確にするだろう。上官が自分の違法な
命令を遵守するように主張するならば、兵士は、その命令に従わないで、
次の上級指揮官、憲兵隊、犯罪捜査隊、最も身近な法務官又は地方の監察
官（Inspector General）に報告する断定的な法的義務を有する。
　Ｅ．国際刑事裁判所
　国際法が定義する犯罪としての戦争法の違反行為は、また例えば、第二
次世界大戦後にドイツ人及び日本人の戦争犯罪人を訴追するために連合国
が設立したニュールンベルグ、東京及びマニラでの裁判所のように、国際
裁判所の下で訴追できる。国連体制も、また旧ユーゴスラヴィアで行われ
た戦争犯罪を裁判するために安全保障理事会が国際裁判所を設立したよう
に、結果として国際社会による戦争犯罪に対する刑事管轄権を行使してい
る。
附属Ａ　戦争法の分類大要
I．法的枠組み
　Ａ．慣習国際法、Ｂ．ハーグ諸条約、Ｃ．1949年のジュネーヴ諸条約、
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　Ｄ．1977年のジュネーヴ議定書Ⅰ・Ⅱ、Ｅ．諸条約、Ｆ．諸規則
II．諸原則
　Ａ． 軍事的必要性：戦争法によって禁止されず、軍事的利益のあるもの
を標的にすること。
　　　軍事目標：軍事行動に効果的に貢献する人、場所又は物
　Ｂ． 人道性又は不必要な苦痛：不必要な苦痛や住民の巻き添えによる負
傷及び財産の付随的損害を最小限にすること
　Ｃ． 比例性：攻撃に附随する人命の損失及び財産の損害は、得られると
期待される具体的かつ直接的な軍事的利益との比較において、過度
になってはならない。
　Ｄ． 区別：戦闘員と非戦闘員、軍事目標と保護される住民 /保護される
地区を区別せよ。
III．標的
　Ａ．人　１．戦闘員　ａ．合法的戦闘員：ジュネーヴ諸条約の基準
　　　　　　　　　　　　（１）　正規軍は合法な戦闘員である。
　　　　　　　　　　　　（２）　 民兵隊及び組織的抵抗団体が合法な戦
闘員となるためには、　　
　　　　　　　　　　　　　（ａ）統治権力
　　　　　　　　　　　　　（ｂ）責任を負う指揮下にあること
　　　　　　　　　　　　　（ｃ）遠方より認識し得る特殊標章
　　　　　　　　　　　　　（ｄ）公然と武器携行
　　　　　　　　　　　　　（ｅ）戦争法の遵守
　　　　　　　　　　　ｂ． ジュネーヴ議定書Ⅰ第44条、攻撃時に公然
と武器携行
　　　　　　　　　　　ｃ．不法戦闘員
　　　　　２．文民
　　　　　３．非戦闘員　ａ．戦闘外　 （1）捕虜、（2）傷者、病者、難
船者、（3）空挺部隊とは異なる落
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下傘降下者
　　　　　　　　　　 　　ｂ．衛生要員　 （1）軍の専属又は補助とし
て、（2）文民（第１追加議定
書）、（3）宗教要員、（4）赤十
字社及び承認された救済団
体、（5）中立国出身の救済団
体、（6）文民の衛生・宗教要
員
　　　　　　　　　 　　　ｃ．文化財保護者
　　　　　　　　　　 　　ｄ．報道関係者
　Ｂ．地区　 １．防守地区、２.無防守地区、３.自然環境、４.保護地域
（病院地帯、安全地帯、文化地区）
　Ｃ．財産　１． 軍事目標（軍の施設、建物、工場、輸送手段、通信手
段）
　　　　　　２．保護される財産　 ａ．文民の財産、ｂ．衛生施設（固定
式及び移動式の病院）、ｃ．衛生輸送
手段、ｄ．文化財（芸術、科学、宗
教、教育、歴史、慈善に供されるも
の）
　　　　　　３．危険な威力を内蔵する工作物及び施設
　　　　　　４．文民の生存に不可欠な物
IV．兵器
　 Ａ．法的審査、Ｂ．小型武器の発射物、Ｃ．破片兵器、Ｄ．地雷及び
ブービートラップ、Ｅ．焼夷兵器、Ｆ．レーザー兵器、Ｇ．化学兵器及
び暴動鎮圧剤、Ｈ．除草剤、Ｉ．生物兵器、Ｊ．核兵器
V．戦術
　Ａ．心理作戦
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　Ｂ．奇計（欺瞞）
　　 １．海軍戦術、２．陸戦（偽の軍隊、装備、基地）、３．敵財産の使
用　ａ．制服、ｂ．旗、ｃ．装具
　Ｃ．財産の使用（没収、押収、徴発、軍用賦課金）
　Ｄ．背信行為（ふりをすること及び誤用）
　　 １．傷病者、２．投降又は休戦、３．文民又は非戦闘員の地位、
　　４．国連及び中立国の標章、５．保護標章、６．遭難信号、
　　７．ブービートラップ
　Ｅ．暗殺、Ｆ．諜報活動、Ｇ．復仇、Ｈ．交戦規則
VI. 戦争犯罪
　 Ａ．戦争犯罪の定義、Ｂ．上官責任、Ｃ．捜査機関、Ｄ．報告書、
　Ｅ．戦争犯罪の防止、Ｆ．戦争犯罪の訴追
VII．武力紛争における他の法的事項
　Ａ．戦利品、Ｂ．赤十字国際委員会との相互作用
VIII．結論
　Ａ．諸原則、Ｂ．標的、Ｃ．兵器、Ｄ．戦術
附属 B　部内広報（troop Information）
I．戦争法を遵守する理由―たとえ敵が守らないとしても
　Ａ．遵守すれば、より迅速に紛争が終了する。敵の捕虜を虐待すれば、
残存する敵兵士がより激しく戦闘し捕獲に抵抗することが助長される。
「砂漠の嵐作戦」では、連合軍によるイラク人敵捕虜の好意的待遇は、戦
争の早期終結に役立った。というのも、そのような待遇の報道により、他
のイラク兵が大量に投降するように促されたからである。
　Ｂ．遵守すれば、我々の軍事ミッションに対する世間の支持が高まる。
戦争法の違反行為は、米兵が米国民からだけでなく、他の諸国民からも一
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般的に受けている支持を深刻に下げることになる（例えば、ヴェトナムで
の違法行為により、軍事ミッションに対する世間の支持が下がった）。
　Ｃ．遵守すれば、敵兵士による相互的な行為が助長される。我が兵士が
敵捕虜を虐待すれば、敵兵士も同じ方法で捕獲した米軍兵士を取り扱うよ
う促される。
　Ｄ．遵守すれば、紛争の終結が促進されるだけでなく、戦闘における我
が資源の浪費及び紛争終結後の復興経費が軽減される。
　Ｅ．法は遵守を要求している。戦争法の大部分は、我が国内法の一部で
ある条約から発生している。戦争法の違反は、幾つかの事例では、死刑と
なる重大な犯罪である。
II．戦時における兵士の一般的責務
　Ａ．迅速かつ積極的にすべての合法的な命令を実行せよ。
　Ｂ．命令が不法と思われる稀な場合には、直ちにそれを実行するな、し
かし、それを無視もするな。代わりに、当該命令を即座に明確化せよ。
　１．兵士は、戦時に個人的に行う不法な行為に対して刑事上責任ありと
判示されることがある。戦争犯罪の訴追に関する「時効規定」がないの
で、兵士は紛争終了後何年も弁明する必要があるかもしれない。
　２．兵士は不法な命令を実行したことで軍法会議にかけられた場合、当
該兵士は、「命令に従っただけ」であると主張しても、通常弁明できな
い。この講義に出席し常識を活用する結果として、兵士は、不法な命令を
認識し適切な行動を取ることができると期待されている。
　Ｃ．以下のことを認識せよ。
　１．兵士規則
　２．禁止された標的、戦術及び技術（上記関連資料を参照せよ）
　３．捕獲された兵士に関する規則
　４．文民及び私人財産の保護のための規則（上記関連資料を参照せよ）
　５．戦争法の違反行為を防止し、それを報告する義務
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III．兵士規則
Ａ．敵戦闘員としか戦うな。
Ｂ．投降する敵を害するな。敵の武装を解除し、上官に引き渡せ。
Ｃ．敵捕虜を殺害し又は拷問するな。
Ｄ．友軍であれ敵軍であれ、負傷兵を収容し看護せよ。
Ｅ．衛生要員、衛生設備又は衛生施設を攻撃するな。
Ｆ．任務の必要以上に破壊するな。
Ｇ．すべての文民を人道的に取り扱え。
Ｈ．盗むな。私人の財産及び所持品を尊重せよ。
Ｉ． 戦争法の違反行為を防止するために最善を尽くせ。すべての違反行
為を上官に報告せよ。
IV．捕獲された兵士に関する規則
　Ａ．敵兵士の投降についての取扱い
　１．注意せよ。敵兵士が我が方に接近し投降するのを容認する場合に、
部隊手続きに従え。
　２．白旗を振り回すことが投降を意味しないかもしれない。それは、敵
が我が方と安全に会談できるように短時間の停戦を望んでいることを単に
意味するかもしれない。敵は降伏を打合せするためにそのような会談を求
めたかもしれないが、しかし、他の理由（敵の指揮官からのメッセージを
我が本部に知らせるため、又は戦場から負傷兵を移送する打合せをするた
め）で会談を求めたかもしれない。
　３．敵兵士は、自ら望む場合、投降することが許されなければならな
い。投降を受け入れない命令は、不法である。
　Ｂ．戦場で捕獲された兵士の取扱い
　１．再び、敵捕虜の取り扱いについて確立された部隊手続きに従え
（「５S
（娃）
s」プロセスを想起せよ）。
　２．兵士は敵兵士を人道的に取り扱う義務がある。敵捕虜の故意の殺
害、拷問その他非人道的取扱いは、戦争法の極めて重大な侵害であり、
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「重大な違反行為」である。他の戦争法の侵害は、「単なる違反行為」と
して言及される。
　３．敵捕虜の解放又はどこか別の場所への移動の際にその個人的財産を
保管する以外に、それを取ることも禁止されていることに注意せよ。
　４．加えて、兵士は、その管理下にある敵捕虜を保護し、別な方法で看
護する若干の断定的な義務を有する。これは、戦闘中しばしば困難なの
で、可能な限り速やかに敵捕虜を後方に移動させなければならない。
　５．捕獲された若干の敵国要員は、技術的には敵捕虜ではなく、むしろ
「被抑留者（retained personnel）」として言及される。当該被抑留者に、
衛生要員及び宗教要員が含まれる。
　Ｃ．捕獲された場合の諸君の権利と責務
　１．全般　行動準則（Code of Conduct）、SERE（survival生存、evasion
回避、resistance抵抗、escape離脱）などでの兵士の個別訓練で、追加的
な情報が提供されていることに注意せよ。
　２．捕虜（POW）としての権利　以前議論されたように、捕虜は捕獲
者から一定の保護及びその他の看護を受ける権利がある。そのような看護
には、食糧、住居、医療看護、郵便配達及び諸君が捕獲された時に所持し
ていた個人的財産のほとんどの保持が含まれる。一般的に、捕虜は、当該
権利を放棄できない。
　３．捕虜としての責
（阿）
務
　　ａ．捕虜は、合理的な収容所規則に従わなければならない。
　　ｂ．情報提供　尋問されれば、兵士は4つの情報項目（氏名、階級、
軍の番号及び生年月日）を提供しなければならない。当該情報は、捕獲国
が国際法上の報告義務を満たすために必要であることを説明せよ。
　　ｃ．労働　加えて、下士官兵の捕虜は、労働が敵の戦争努力を支援し
ない条件で、労働を強制され得る。また、捕虜は、労働に対する報酬を受
ける権利がある。士官の捕虜は、自発的に労働することを申し出ることが
できるが、しかし、そうするように強制され得ない。
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V．戦争法の違反行為を防止し、それを報告する義務
　Ａ．防止　兵士は戦争法の違反行為の実施を回避するだけでなく、他者
による戦争法の違反行為の防止にも努めなければならない。
　Ｂ．報告義務　兵士は、戦争法の実際の違反行為又はその容疑を上官に
迅速に報告しなければならない。もしそれが実行不可能であれば、兵士は
他の適切な軍の将校（例えば、監察官、法務官又は宗教要員）に報告す
る。
訳者注
（12）「5 Ss」とは、Search（捜索する、武器及び情報を探す）、Silence（沈黙、敵
捕虜が話し合わないように防止する）、Segregate（分離する、士官と下士官、
上級下士官と下級下士官、男性と女性を分離する）、Safeguard（保護する、更
なる危害から敵捕虜を保護する）、Speed（速度、上級本部への移送を調整す
る）を意味する。Cf. http://www.armystudyguide.com/content/powerpoint/EPW_
Presentations/epw-handling-2.shtml
本文注
（13） 注目すべきことは、すべての研修生に自国軍隊の身分証明書を抜かせるこ
とである。身分証明書の表紙下部及び証明書の裏表紙に、ジュネーヴ捕虜条
約のために適切な身分確認として役立つ証明書への言及があることに注意せ
よ。
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